
　コンストラクション・マネジメントとは直訳すると「建
設プロジェクトにおいて、品質、工程、コストなどを所期
の目標通りに達成するよう導く管理」を意味する。国土交
通省のガイドラインではＣＭについて､「管理システムの
１つであり、発注者の利益を確保するため、発注者の下で
コンストラクション・マネージャーが、設計・発注・施工
の各段階において、設計の検討や、工程管理、品質管理、
コスト管理などの各種のマネジメント業務の全部または一
部を行うもの」としている。
　日建設計を中心とした日建グループの一員であるＮＣＭ
は2005年１月に設立された。世界的大手の設計事務所であ
る日建設計には、建造物の設計業務だけでなく、建設に付随
する多くの相談が寄せられていた。例えば老朽化したビルを
建て替えたほうがよいのか、耐震補強や、省エネ設備なども
取り入れて改修をしたほうがよいのかの検討や、土地を再利
用するために、建設可能な建物の規模やその建設期間や費用
はどの程度かかるのかといった検討、プロジェクトの最適発

注形態、工期の短縮、予算の節約などの課題である。
　こうした設計以外の多様な相談にも対応していくため
に、日建設計では従来社内にあったＣＭ部門や関連グルー
プ会社などを統合し、建設に関する多様な相談ごとへ総合
的に対応する組織としてＮＣＭを設立した。ＮＣＭには、
設計部門の出身者に加えてゼネコン、不動産、金融分野の
経験者など様々な知見やバックグラウンドを持つスタッフ
が在籍している。ＮＣＭのマネジメントグループ・チーフ
マネジャーの岡本猛氏は「よろず相談対応の組織としてＮ
ＣＭは誕生した」と解説する。

　不動産投資の新しい形として、不特定多数の投資家やス
テークホルダーが受益者として不動産へ投資を行うように
なり、外資系投資ファンドが日本で不動産投資を活発化さ
せるようになった。また、国内の半導体、医薬品、自動車

などのメーカーを外資
系企業が買収し、国内
施設を新設したり、増
改築するケースも一般
的となっている。
　こうした多様な
投資家や株主からの
ニーズを受け、ＮＣ
ＭのようなＣＭ会社
が中立の立場で第三
者的にプロジェクトに
携わり、設計、建設計
画、プロジェクトの進
捗、コスト管理を把握
して、その妥当性を検
証して、報告する。そ
の過程で、リスクマネ
ジメントの観点から助
言や提案を行うことに
より、プロジェクトの
最適化に貢献してい
る。ＣＭの概念は元来
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は米国や英国で発生したもので、外資系の投資家･企業は、
ＣＭを積極的に利用しようとする傾向がある。一方、ＣＭ
の概念が日本に流入してきたのは1990年前後に、日米経済
摩擦解消の一案として日本の建築市場を外国企業に開放す
るための方策として紹介されたことに端を発している。そ
の後、断続的におきた建築物の耐震偽装問題、施工者の談
合、手抜き工事の発覚などを通じ、設計者や施工者も必ず
しも全面的に信頼がおけないという状況が、ＣＭ業務に注
目が集まる引き金になったという。もっとも岡本氏は、Ｃ
Ｍのサービスは日本企業においてはまだまだ認知度が低い
のが現状と指摘する。一方で、1970年頃の高度経済成長期
に建築された建造物は、建築から50年が経過し老朽化が進
むとともに、免震や制振などの地震対策、さらに省エネ化
やIoT化などの先端技術を新たに導入しリニューアル･アッ
プグレードを行いたいというオーナーが今後増加すると見
込んでおり、これらに対するＣＭ業務へのニーズの拡大に
期待を寄せる。岡本氏は「世界的大手の設計事務所として
日建設計の技術がベースにあり、また日建設計の蓄積して
きた膨大なデータ･ノウハウが活用できる。さらにほかの
日建グループ会社とも連携し、多様な相談ごとに対応でき
る」と自社の強み･特長を説明する。

　ＮＣＭでは、これまで再生可能エネルギー分野における
ＣＭ業務の実績も重ねており、2019年５月時点で、すでに
稼働を開始したもの、また建設・計画が進行中のものをあ
わせて、国内各地で合計11件･471MWのメガソーラー建
設のＣＭ業務に携わっている。これらの発電所からは約14
万1,000世帯分の電力エネルギー創出を見込む。メガソー

ラー案件の顧客は、その大半を外資の企業･投資家が占め
ているという。岡本氏は「ビルなどの建造物のないプロ
ジェクトのＣＭ業務は、ＮＣＭでもそれまで経験がなく、
我々も試行錯誤しながらメガソーラーにおけるＣＭ業務を
行ってきた」と話す。同社は、自社の各技術者の持つ知識
や現場でのノウハウを、ＥＰＣ事業者も含むプロジェクト
の関係各者と共有するとともに、それらを反映させながら
プロジェクトを遂行することで、個人の知的財産を組織の
知的財産に昇華し、個人の知的レベルがより高度に再生産
されるナレッジマネジメント型の業務サイクルをメガソー
ラーのＣＭ業務において構築している。こうしたサイクル
によるＣＭ業務を展開することで、メガソーラー案件のプ
ロジェクト品質向上につなげている。ＦＩＴ制度の入札導
入や買取価格低下などを受け太陽光発電分野からのニーズ

･引き合いが
続くのは２～
３年程度とＮ
ＣＭでは見込
む。一方で岡
本氏は､「多
様な再生可能
エネルギーの
開発や原発の
存続も含め、
国のエネル
ギー政策は方
針が定まって
いない。こう
した中では、
エネルギー分
野の動向を引
き続き注視し
ている」と語
る。


